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ホームセンター業における地球温暖化対策の取組
～低炭素社会実行計画 2019年度実績報告～
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• 昨年度フォローアップWGにおける進捗評価
– 主なコメント・指摘事項
①カバー率の向上（業界内への更なる浸透）

②消費者や業界内外に向けた情報発信・連携

③目標数値の引き上げ

– 課題
①カバー率の向上（業界内への更なる浸透）

• 指摘を踏まえた今年度の改善・追加等
– 検討結果等
①前年度フォローアップ調査結果や経済産業省（産業構造審議会ＷＧ）

ホームページの会員周知・紹介

②低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠において、従来の箇

条書き形式から見やすい表形式とした。

０．昨年度審議会での評価・指摘事項
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１．ホームセンター業の概要

• 住関連商品やサービスを中心に販売しているサービス業（小売業）

－ 特に近年、環境配慮型や防災関連等の各種商品の販売を担ってい

ることから、ホームセンターの社会的な役割が高まっている。

• 業界の市場規模

－ 売上高：約4兆円

• 業界の現状

－ 業界内の企業数は減少傾向が見られる一方で、店舗数や売場面

積は増加傾向にある

－ 業界に対しては、環境対策のみならず、製品安全、防犯防災等

の様々な社会・経済分野への要望が見られる 等

※特に今般のコロナ禍においては、感染予防や「ステイホー

ム」に伴う関連商品の提供等を通じ、社会貢献に努めた。

２



３

２．ホームセンター業界の「低炭素社会実行計画」概要

• 目標指標：エネルギー消費原単位

– 2020年目標 2014年6月策定

エネルギー消費原単位を2004年度比で15％削減とする。

– 2030年目標 2018年8月策定

エネルギー消費原単位を2013年度比で17％削減とする。

• 目標策定の背景

従来の削減目標水準では、進捗率が大きかったことから、2018年に2030年目標の見直し（引き上げ）を行った。

• 前提条件

流通小売業（ホームセンター業）として、業務部門（店舗等）を対象とする。なお、課題としてカバー率の向上

があることから、カバー率を向上させ、業界内の取組実態により近い形で反映される必要がある。このため、業

界内の取組実態により近い形で反映された上で、業界内の詳細状況を把握していくことが、取組を進めていく上

で重要である。

• 目標水準設定の理由とその妥当性 等

当業界は、これまで2008年度から2012年度（目標期間5年間）までの自主行動計画において、5年間平均で26.8％

の削減を達成しており、2020年目標の15％削減（基準年度2004年度比）は、取組主体たる各企業の負担を勘案し

ても十分実現可能であると判断して設定した。一方、2030年度目標については、低炭素社会の実現に向けた取組

が今後一層、重要視されることに鑑み、削減目標水準の見直しが各社への更なる意識付けにつながることを期待

するとともに、業界として社会的責務を果たしていく上でも不可欠であると考える。このため、従来の削減目標

水準において進捗率が大きかったことから、2013年度比で17％の削減へ見直し（引き上げ）を行った。この見直

しについては、省エネ法による削減目標（毎年1％の削減）に比べても遜色ないものと考える。



• 2019年度の実績値

– 生産活動量（単位：×1010㎡・h）：2.850（基準年度〈2020年度目標〉・2004年度比10.6％、基準年度〈2030年度目標〉・2013
年度比▲7.5％、2018年度比6.5％）

– エネルギー消費原単位（単位：kwh／㎡・h）：0.0253 （基準年度〈2020年度目標〉・2004年度比▲50.3％、基準年度〈2030年
度目標〉・2013年度比▲9.6％、2018年度比15.5％）

– CO₂排出量（単位：万t-CO2 ）：33.33（基準年度〈2020年度目標〉・2004年度比▲36.7％、基準年度〈2030年度目標〉・2013年
度比▲31.5％、2018年度比18.2％）

– CO₂原単位（単位：108㎏-CO2/10
10m2･h）：1.1696（基準年度〈2020年度目標〉・2004年度比▲42.8％、基準年度〈2030年度目

標〉・2013年度比▲26.0％、2018年度比12.0％）

• 進捗率

– 2020年目標：333.6％、2030年目標：56.1％

• 目標達成に向けた今後の進捗率の見通し・課題

• 今年度の低炭素社会実行計画の参加状況等を踏まえ、高効率照明への交換や店内温度の調節、社員の環境意識の高まり等の
各種取組やその効果から、目標の達成に向けて、引き続き進捗していると言える。しかし、店舗形態や事業運営上、店舗の
天井高による照明の空調効率の悪化等、エネルギー消費の非効率を招いていることも要因として推測される。今後は、各社
のエネルギー消費の増減や対策・取組等を見極めながら、エネルギー利用の効率化に向けた更なる取組が必要であり、目標
達成に向けて予断は許されない。なお、計画参加企業によっては、業務部門における取組が既に実施済みとなっている場合
が見られ、対策が行き渡っている（取組が浸透している）企業も見られること、またカバー率の変動等により、目標達成に
向けた今後の課題が生じる場合があり得る。

３．2019年度の取組実績（１）

【要因分析】
CO2排出量について、調査年度により低炭素社会実行計画・参加企
業数の変動が見られ、2019年度は前年度比5社減となったものの、
増加した。この要因としては、前年度と今年度の参加企業が同一で
はない要因があるとともに、業界内における店舗面積の増加傾向が
見られる等、計画参加企業の属性の変化により、生産活動量が増加
したものと推測している。しかしながら、当業界は小売業であることか
ら、引き続き、効果が大きいと思われる、店舗等における照明対策
（高効率照明への切替等）や、空調対策（冷暖房温度の適切な管理）
等に取り組んでいく必要がある。今後は、計画参加企業の増減によ
る、CO2排出量等の数値変動も含め、各数値の増減傾向を見極め
ていく必要があろう。

４



３．2019年度の取組実績（２）

ＢＡＴ、ベストプラクティスの導入推進状況

BAT・ベストプラクティス等 削減見込量 導入状況・普及率等

－ － －

－ － －

－ － －

【削減見込み量算定根拠】
－

５



４．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献

６

【当該製品・サービス等の機能・内容等、削減貢献量の算定根拠や算定の対象としたバリューチェーン／サプライチェーンの範囲】

ＬＥＤ照明、節水シャワーヘッド 等

①消費電力が大幅に低減され、かつ長寿命であること、工事不要で簡単に取り付け・交換が可能、省エネ性能の向上

②削減見込み量の算定根拠については、当該製品メーカーのカタログを基に算出

低炭素製品・
サービス等

削減実績
（2018年度）

削減見込量
（2020年度）

削減見込量
（2030年度）

1
LEDシーリングライトの販売

1ヶ月約93tのCO2削減
(29W×40,500個＋45W×20,000個)×4時間×30日
=265,992kWh/1ヶ月
265,992(kWh)×0.352(kg-CO2/kWh)=93.6t

従来品に比べ消費電力
が電球で約1/10～1/6、シーリングライト
で3/5～1/2

－

2
LEDシーリングライトの販売 －

40W×2本(計80W)から26WのLEDに変
えて67％の省エネ

－

3
ソーラー式LEDセンサーライト2灯
式の販売

100W × 1,150 台 × 1 時 間 × 365 日
=41,975,000Wh

従来型のセンサーライトから買換えで
100W削減

－

4
LEDシーリングライト(6畳タイプ)の
販売

1個あたりのエネルギー削減量28W×24,000個
×5.5時間/1日×365日＝

1,483,944,000kWh
672,000W削減 －

5 節水シャワーヘッドの販売
1個 当り 10W × 600 個× 0.125hr × 365 ＝
273,750kwh 従来品と比べて20～30％の節水効果 －

6
節水シャワーヘッドの販売 節水シャワー：年間122kg削減、節水＋手元ストッ

プシャワー：年間192.3kg削減
7,994,000kg

－

7 網戸の変え網張替えサービス
2,040件の取組実績
エアコン 1 台 800kwh/ 年、うち 10 ％削減で
80kwh×2,040件＝163,200kwh

網戸を使用することで猛暑日や真夏日以
外の電気代の節約が可能（約10％）

－

※本計画参加企業における一例として記載。



• 削減貢献の概要、削減貢献量の算定根拠
－

５．海外での削減貢献

海外での削減貢献 削減実績
（2019年度）

削減見込量
（2020年度）

削減見込量
（2030年度）

1 － － － －

2 － － － －

3 － － － －

７



• 技術・サービスの概要・算定根拠
－

６．革新的な技術開発・導入

革新的技術・サービス 導入時期 削減見込量

1 － － －

2 － － －

3 － － －

８



・業務部門での取組

– 目標：店舗における生産量(床面積×営業時間)当たりのエネルギー消費量

(エネルギー消費原単位）
＜2020年＞（2014年6月策定）
目標年度（2020年度）において、基準年度（2004年度）比15％の削減を目指す。
＜2030年＞（2018年8月改定）
目標年度（2030年度）において、基準年度（2013年度）比17％の削減を目指す。

※各社に対して店舗での取組を励行するために、調査票のフィードバック（情報提供）や経済産業省

（産業構造審議会ＷＧ）ホームページの紹介により、各社の取組や意識向上に向けた働きかけを行って

いる。

・運輸部門での取組

– 目標：対象とする事業領域は、流通小売業（ホームセンター業）として、業務部門（店舗等）を対象としてい
ることから、運輸部門における業界独自の目標は策定していないものの、準荷主ガイドラインの周知を図ると
ともに、同ガイドラインに基づいた省エネ取組の対応について確認を図り、運輸部門における取組を意識した。

（取組例）「発注頻度・発注ロットの見直し」、「発注量の平準化・最適化」、「計画的荷おろし」

－ 各社では環境面とコスト面を合わせた各種取組が行われている。
（取組例）
・社用車における低燃費車の比率を高める（例：ハイブリッド車の導入・入替）

・配送車両の運行台数の削減、配送ルートの見直し、共同配送の実施、商品センター等の新設 等

７．その他取組（１）

９



• 情報発信の取組

– 業界団体

• 商品見本市（ＤＩＹ・ＨＣショウ）でのＰＲ活動

（例）環境・資源商品の募集・展示

• 会員各社向け環境資源に関する情報提供（環境関連情報等）

• 協会ＨＰと各社ＨＰのリンクにより、各社の取組等について幅広く周知して
いる

• 業界内における流通システムの標準化の普及促進を進めることで、将来的に
は、商品の共同配送等を結び付けた物流の効率化を目指している

• 低炭素社会実行計画の進捗状況を会員各社へフィードバック

• 外部機関（行政機関等）からの依頼案件（環境対策）への対応等を通じた協
力（連携）体制の構築

– 個社

・ 自社ホームページに低炭素社会実行計画への取り組み事例を掲載 等

７．その他取組（２）
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参考資料

【参考事例】 家庭部門、国民運動への取組等

１．家庭部門での取組

①一般家庭におけるエコ推進キャンペーン実施
・マイバッグ啓発
・特定のエコ商品を購入すると自社ポイントを4％プラス進呈
・エコ推進キャンペーンを実施
・一般家庭からダンボール、古紙を無料回収するリサイクルステーションを設置（設置店舗を拡大中） 等

２．国民運動への取組

①植林・緑化活動等の環境関連のボランティア実施
・琵琶湖のヨシ刈り（12月頃にヨシ刈りを行うことは、良好なヨシ原を維持し、水辺の環境や生態系を保全する効果が
ある）
・「しずおか未来の森サポーター」への参加による森林整備活動
・グループ会社の植樹活動に参加
・生物多様性を目的とする里山保全活動に参加

②政府や自治体が実施するエコキャンペーンへの参加促進
・「COOL CHOICE」の主要施策の1つとして「クールビズ＝28℃適応」の実施
・「神奈川県・省エネDIY」（神奈川県環境計画課）に参加
・東海3県1市グリーン購入キャンペーンに毎年参加
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参考資料（２）

２．国民運動への取組

③消費者や学童向け環境教室やセミナーの開催
・障害者支援学校向けの出前授業の実施
・校外学習の受け入れ等

④自治体等との環境事業連携
・月１回自治体区域を中心に地域清掃活動を実施

⑤環境マネジメント（ISO14001）の取得を通じた環境啓発・意識向上
・産業廃棄物の排出削減、電気の使用量削減への取組
・紙、ごみ、電気の削減とともに本社各部において業務改善を推進

⑥その他
・廃棄物のリサイクル促進（廃棄物回収車両の削減、センター帰り便活用）
・国産木材（間伐材）を地元店舗で販売
・小型家電廃棄物についてカゴ車を活用し、地区別に各店舗ルート回収を行うことで回収車の運行効率化 等
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